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業 種 その他 

業 務 概 要 郵便業務，銀行窓口業務，保険窓口業務，印紙の売りさばき，地方公共団体か

らの受託業務，前記以外の銀行業，生命保険業及び損害保険業の代理業務，国

内・国際物流業，ロジスティクス事業，不動産業，物販業など 

行 動 計 画 期 間 令和３年４月１日 ～ 令和６年３月３１日 

行 動 計 画 の 

主 な 内 容 
目標１）育児休業等の取得状況を次の水準以上にする 

    男性社員 … 100％ 女性社員 … 100％ 

    ※取得を希望しない者を除く 

〈対策〉 

・2021 年４月～ 

・特に男性社員対し育児参画・育休取得推進の周知・啓発を実施。 

・特に男性社員に対し対象社員を把握した場合は，制度の周知や上司からの

声掛け等を実施。 

・育休を取得しやすい職場環境作りのため，管理社員向けの意識啓発ブック

の内容を拡充。 

・管理者向け研修を実施 

・2021 年 10 月～  

・改正育児・介護休業法施行に先行した制度導入等の実施 

目標２）男女ともに育児休業を取得しやすく，職場復帰しやすい環境の整備 

〈対策〉 

・2021 年４月～  

 ・Letter for Benefit（総合的福利厚生代行システム）の育児に係る福利厚 

生サービス，WLB 情報サイトの周知を図る 

・育児と仕事の両立を支援するセミナーを実施（男女問わず参加） 

・育休取得促進・職場復帰に係る管理社員からの働きかけの徹底 

目標３）働き方改革を推進し，仕事と生活の両立を実現するための各種施策

を実施する 

〈対策〉 

・2021 年 4 月～  

・生産性を上げつつ，総労働時間を削減するための施策を展開。 

・年次有給休暇の取得促進のため，連続休暇の奨励や管理者に対する啓発を 

継続実施し，正社員に限らず期間雇用社員等についても年次有給休暇を取 



 

得しやすい環境の整備を図る。 

 ・テレワークの試行継続と導入に向けた制度等の整備 

・2022 年 4 月～ 勤務間インターバルの導入 

 

目標４）子育て活動（教育）への貢献 

〈対策〉 

・2021 年４月～  

・郵便局見学を実施。 

・小中学校及び高等学校を対象に，「手紙の書き方体験事業」の施策を実施。 

・子ども向け「郵便局職場体験イベント」を実施 

こんな両立支援に 

取り組んでいます 

 


